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1.研 究 目的

 近年,グ ローバ ル競 争,高 齢化 や経済の成熟化 が進 む なかで,企 業 の競争 パ ラダ イ

ムの変化 が起 きてい る。 それ に対応 して,企 業 は,一 元的管理 です べて の社 員の組織

コ ミッ トメ ン トを上 昇 させ るこ とにウ ェイ トをおい た従 来 の人 的 資源 管理 シス テ ム

を,社 員 一人ひ と りを個 別的 に取 り扱 う 「個別的 人的 資源管理 シ ステ ム」へ と変 えつ

つ ある1)。

 その一環 と して,人 的資源管理 シス テムの モジュールのひ とつ であ る報酬制 度 を改

革す る企 業 が多い。す なわ ち,年 俸 制や ス トックオプ シ ョン,退 職金 前払 い制度,カ

フェテ リアプ ランな どを導入す る企 業 は増加す る傾 向に ある2)。

 そ こで,な ぜ,あ る企業 は,こ れ らの 「イ ノベー テ ィブな報 酬制 度」を選択 し,あ

る企業 は選択 しない のか,そ の違 い は,ど の よ うな要 因 によつて生 じるのか を明 らか

に したい。本 研究 に おいて は,「 イノベ ーテ イブ な報酬制度 」の選 択 と,経 済 的理 由,

制度的 プ レ ッシャー,お よび組織戦 略 との関係 を分析 す るこ とに よつて,前 述 した こ

とを解 明 しよ うとす る。

2ー 組 織 の 報 酬 制 度 選 択 モ デ ル と仮 説

(1)報 酬制度 選択 モデル

 組織 の人 的資源施策 や制度 の選択 と関連す る諸要 因は,主 と して組織 論,人 的資源

管理 論 や 内部労 働市 場 論 に おいて 明 らかに され てい る。Goodstein(1994)は,ワ ー

ク/フ ァ ミリー ・プ ログ ラムにつ いて の企 業間の反応 の違 い を,資 源 依存理 論 と制度

理論 に よって説 明 してい る。Osterman(1995)は,ワ ーク/プ ア ミ リ0・ プ ログ ラムを
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実施する事業所としない事業所との違いを，実際的な理由，制度理論，およびワーク

システムで説明している3）。Eisenhardt（1988）によると，小売業販売員の報酬タイプ

の企業間の違いは，工一シェンシー理論と制度理論を統合することによってより多く

説明ができるという。Yu（1996）は，組織の人的資源管理システムの選択に影響を及

ぼす諸要因として，戦略的要因，外部環境要因，内部構造要因，および制度的要因を

あげている。これらの先行研究では，人的資源施策や制度における企業間の違いを説

明する理論として，制度理論と効率性理論が有力であることを指摘している4）。

経済的要因

人件費抑制・削減
生産性向上
社員の業績向上

制度的要因

会 社 規 模

同業種ライバル企業の導入

関連法律・規制

組     会

報酬制度の選択

戦略的要因

組 織 戦 略

図1 報酬制度選択モデル

 本研究での報酬制度選択モデル（図1）は，これらの理論をべ一スにした先行研究

で，人的資源施策の選択との関係が明らかになった変数を，先行変数として使用して

いる。図1に示されている本研究の報酬制度選択モデルには，経済的要因，制度的要

因，および戦略的要因が含まれている。とくに，本研究のモデルに戦略的要因を取り

入れたのは，近年，人的資源施策は，企業の競争上の優位性の源泉のひとつとして注

目されており，企業の目的や戦略と強く結び付けられているからである（Lado＆

Wi1son1994）。
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「イノベーティブな報酬制度」選択の実証分析

1）従属変数

 本研究では，「イノベーティブな報酬制度」として年俸制を取り上げる。従属変

数は年俸制を選択しているか，していないかである。報酬システムの選択あるいは

導入とは，概念的には，いかなる報酬制度を，企業の日常的な運営システムに組み

入れるかというマネジャーが行う意思決定を意味する5）。

2）先行変数

 経済的要因変数とは，経済的理由に該当するものであり，「人件費抑制・削減」，

「生産性向上」，および「社員の業績向上」があげられている。

 本研究での制度的要因変数は，DiMaggio＆Powe11（1983．1991）の制度的プレッ

シャー・モデルをべ一スとしたものである。彼らは，制度的プレッシャーを3つの

グループ，すなわち，模倣プレシャー（mimeticpressure），強制的プレッシャー

（coercivepressure），および規範的プレッシャー（normativepressure）に分けてい

る。制度理論では，組織は，ほかの類似した組織を真似する傾向があると，また組

織は，社会的に期待される方法で行動し活動する傾向があるとされている。制度理

論でのキーワードは，正当化（1egitimaCy）であり，それは，組織の内外の利害関係

者あるいは支援者の承認と支持を意味する。規模が大きい組織ほど正当化を必要と

する傾向があるという。

 本研究では，制度的要因変数として「会社規模」を，また，DiMaggio＆Powe11の

模倣プレシャーに該当するものには，「同業種ライバル企業の導入」を，強制的プ

レッシャーには，その代表的なものとして「関連法律・規制（政府の規制）」と「組

合の存在（早下組合と呼ぶ）」をあげている。彼らによると，規範的プレッシャーは，

医師や会計士などのような専門職者団体の職業的規範から生じるものであり，本研

究には，このプレッシャーは含まれていない。

 戦略的要因変数としては，Mi1es＆Snow（1978）によって開発された企業の戦略

類型を，べ一スにした組織戦略変数を使用する。彼らは，組織の戦略タイプを，防

御型（defender），分析型（ana1yzer），探索型（protector），および受身型（reactor）

の4つに分類している。防御型は，現在の市場占有率を守ることが主な戦略であり，

安定性を重視するのに対して，探索型は，新しい商品や市場を開発するのが主な戦

略で，ダイナミックさや成長性を重視する。分析型は，防御型と探索型の中間的も

のであり，受身型は，明確な戦略がなく単に直接に関係のある環境の脅威に反応し

ているということである。

 これらの4つの戦略タイプのうち，3つ，すなわち，防御型，分析型，および探

索型は，ひとつの組織戦略の連続体であることが，Shoれe11＆Zajac（1990）によっ

て支持されている。本研究では，Mi1es＆Snowの組織戦略タイプを連続変数とし

て扱っている。
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3）亭ントロール変数

 コントロール変数には，「企業の創立年数」と「業種」が含まれている。先行研究

では，たとえば，Osterman（1994）では，企業の創立年数や産業・業種が人的資源

施策の選択・採用に影響をあたえることが指摘されている6）。

（2）仮 説

 先行変数と従属変数との関係については，これまでの先行研究の結果に基づいて，

次の3つの仮説が設定された。

仮説1

仮説2－2：

仮説2－2：

仮説2－3：

仮説3

合理的な経済的観点から，企業は，業績を向上する活動を遂行すること

が予想されるので，「人件費の抑制・削減」，「生産性の向上」，および

「社員の業績向上」と，「イノベーティブな報酬制度」の選択とは正の関

係が予想、される。

会社規模が大きいほど可視的であり，正当化を必要とするので，「会社

規模」と「イノベーティブな報酬制度」の選択とは正の関係が予想され

る。

同業種ライバル企業が，すでに，導入している施策は，類似した環境の

もとで，その制度が，有効なものであることが証明されたと意思決定者

は認識し，その制度を導入することが合理的であると判断するので，

「同業種ライバル企業の導入」と「イノベーティブな報酬制度」の選択と

は正の関係が予想される。

「関連法律・規制」と「組合」といった存在は，それ自体が意思決定者

にはプレッシャーになるので，「関連法律・規制」，「組合」と「イノベー

ティブな報酬制度」の選択とは負の関係が予想される。

防衛型戦略の組織は，安定性と現状維持のために努力する傾向があるの

で，コスト削減のための施策を採用する。それに対して，探索型戦略の

組織は，新しい商品・市場開発際のリスクを積極的に負うし，環境プレ

ッシャーを積極的に処理する傾向があるので，コスト削減施策のほかに，

様々な人的資源施策をより積極的に導入し活用するので，「探索志向型

戦略」と「イノベーティブな報酬制度」の選択は，正の関係が予想される。

3．研究方法

（1）サンプル

前述した3つの仮説を分析するために，本研究で使用したデータは，1998年7月か
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「イノベーティブな報酬制度」選択の実証分析

ら8月にかけて，愛知県に所在する会社において，実施した質問紙調査から，得られ

たものである7）。質問票の有効回答回収率は，36．3％（263社）であった。表1には，

サンプルの業種別，従業員数別の数および構成比が示されている。調査サンプル企業

のうち，年俸制を導入あるいは採用している企業数は47であり，業種別には，製造

業は22，非製造業は25であった。

（2）測定尺度

 従属変数および先行変数は，すべて1項目で測定された。先行変数のうち，組織戦

略は連続変数として，すなわち，受身型＝O，防御型＝1，分析型こ2，探索型＝3

という値を与えて測定している。点数が多いほど「探索志向型戦略」である8）。

 人的資源システムタイプ（以下H R Sタイプと呼ぶ）は，労働力調達，職務範囲・

配置転換・キャリアパス，教育訓練，人事考課，雇用保障に関する11項目で測定し，

その合計点を使用した。合計点がO以上の場合は，「市場志向型人的資源システム」，

それ以下は，「内部志向型人的資源システム」に分けている9）。

 表2には，測定尺度の項目数および値の範囲が示されている。また表3は，変数の

平均値と標準偏差を示している。

（3）分析方法

 仮説をテストするためには相関分析が，そして先行変数の従属変数への説明力を分

析するためには，ロジスティック回帰分析が使用された。

表1 サンプル
（N＝263）

会社数        ％

業 種 別

 製造業
  建 設 業
  製 造 業

 非製造業
  卸売・小売業
  サービス業

69        26．2

129        49．0

36        13．7

29        11．0

従業員数別

30－ 99人
100－299人
300－499人
500人以上

68        25．9

95        36．1

36        13．7

64        24．3
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表2 測定尺度の項目数と値の範囲

測定尺度 項目   数値の範囲

人件費抑制・削減

生産性向上

社員の業績向上

会社規模
同業種ライバル企業の導入

関連法律・規制

組   合

組織戦略

創立年数
業   種

HRSタイプ

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

11

一2

－2

－2

 1

－2

－2

 0

 0

 1

 0

－33

2

2

2

4

2

2

1

3

5

1

一33

表3 変数の平均値と標準偏差

変   数 平均値  標準偏差 最小値 最大値 サンプル数

人件費抑制・削減

生産性向上

社員の業績向上

会社規模
同業種ライバル
 企業の導入

関連法律・規制

組   合

組織戦略

創立年数
業   種

HRSタイプ

選   択

1，15

1．59

ユ．66

2．37

0．14

1，38

0，34

1，56

3，33

0．25

－0，95

0．18

0，94

0，71

0，53

1．11

1．06

0，80

0，47

0，91

0，95

0，43

5，43

0．38

一2

－2

0

1

一2

一2

 0

 0

 1

 0

－15

 0

2

2

2

4

2

1

3

5

1

15

1

263

263

263

263

263

263

263

263

260

263

263

263
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表4 Pearson相関係数

お

蜆

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10） （11）

（1）人件費抑制・削減 1，000

（2）生産性向上    0，327＊＊1，000

（3）社員の業績向上  O．187＊＊o．445＊＊1．Ooo

（4）会社規模   0，115＋ 0，144＊ 0，103＋ 1．000

（5）同業種ライバル  O．174・・0，032 ＿0．016 0．050  1，000

 企業の導入
（6）関連法律・規制  0，163＊＊0，229＊＊0．014 0，125＊ 0．076 1．000

（7）組合
（8）組織戦略

（9）創立年数

（10）業種
（11）HRSタイプ

（12）選択

0，110＋  0，158＊  O．114＋  0，452＊＊一〇．034   0，130＊  1．000

0．059   0．005   0．090   0，224＊＊一0．082   0．087   0．055   1．000

0，041  ’0，015  －0，152＊  0，113＋ 一0．021   0．018   0，045  －0，122＋  1，000

－O．053  －O．001   0．054   0．066   0．041   0，067  －0．037   0，084  －O．121＋  1．000

0．076   0，122＊  O．074  －0，150＊ 一0，138＊ 一0，107＋  O．023  －0，009  －O．066  －0．085   1，000

－O．053  －O．007   0．077   0．12雀＊ 一0，081  －0．001   0．086   0，172＊＊一〇．025   0，124＊  0，114＋

十：p＜0．10    ＊：p＜O．05    ＊＊：p＜0．01

「
へ

＼

λ

斗

人
㌧，

帥
雑
嚢
童
海

L
繭
笥
θ

柑
剖
ヰ
茸
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4．分析結果

 分析結果は，つぎのとおりである。表4には，従属変数「イノベーティブな報酬制

度」の選択と先行変数との相関係数が示されている。

 仮説1であるが，「人件費抑制・削減」と「イノベーティブな報酬制度」の選択とは

弱い負の関係（r＝一0，053），「生産性向上」と「イノベーティブな報酬制度」の選択と

は非常に弱い負の関係（r＝一0，007），「社員の業績向上」と「イノベーティブな報酬制

度」の選択とは正の関係（r＝0，077）があって，仮説1は，部分的に支持された。

 仮説2は，「会社規模」と「イノベーティブな報酬制度」の選択とは有意な正の関係

（r：0，124，P＜O．05）が，「同業種ライバル企業の導入」と「イノベーティブな報酬制

度」の選択とは弱い負の関係（r：一0，081），「関連法律・規制」と「イノベーティブな

報酬制度」の選択とは非常に弱い負の関係（r＝一0，001）。「組合」と「イノベーティブ

な報酬制度」とは正の関係（r＝O．086）があった。仮説2は，部分的に支持された。

 仮説3の「組織戦略」と「イノベーティブな報酬制度」の選択とは有意な正の関係

（r＝0，172，P＜0．05）があり，仮説3は支持された。

 表5には，「イノベーティブな報酬制度」の選択を従属変数としたロジスティック回

帰分析の結果が示されている。表5－1は，コントロール変数，すなわち，会社の創立

年数と業種，経済的要因変数，制度的要因変数，戦略的要因変数，それぞれのみを，

ロジスティック回帰分析にかけたものである。従属変数の分散を有意に説明する変数

は，組織戦略（standardized estimates＝0，254，P＜O．05）だけであった。また表5－2

は，最初にコントロール変数をいれて，そして段階的に経済的要因変数，制度的要因

変数，戦略的要因変数を順序に投入して，ロジスティック回帰分析を行った結果を示

している。従属変数を有意に説明するのは，コントロール変数である業種（standard－

izedestimate＝一0，151，P＜O．10）と組織戦略（standardizedestimate＝一0，199，P＜O．05）

であった。こうした分析結果は，「組織戦略」が「イノベーティブな報酬制度」の選択

に，有意な効果を与えていることを示している。すなわち，組織戦略は，組織の報酬

制度の選択に強く影響する要因であるといえる。
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「イノベーティブな報酬制度」選択の実証分析

表5－1 ロジスティック回帰分析の結果

変    数 （1－1）      （1－2）      （1－3）      （1－4）

創立年数    ’  一0．014

葉   種

     （0，876）

’    0，163
     （0，049）

人件費抑制・削減            一0．084

生産性向上

社員の業績向上

（0，357）

一0，048

（0，635）

O．！60

（O．142）

会社規模                 0，167
                        （0，096）

同業種ライバル企業の導入               一0，127

                        （0，165）

関連法律・規制                   一0，018
                        （0，839）

組   合                    0，045
                        （0，647）

組織戦略

 X2
白 由 度

有意水準

4．152       2．989

 2      3

（0，125）     （0，393）

6．268

 4

（0，180）

O．254

（O．006）

7．775

 1

（O．005）
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ロジスティック回帰分析の結果

変  数 （2－1）     （2－2）     （2－3）     （2－4） 0dds Ratio

創立年数     一0，014
           （0，876）

業   種       O．163
           （0，049）

O．012    －0，019

（0，896） （0，839）

0．159      0，160

（0，057）    （O．063）

人件費抑制・削減         一0，077  －O．071
                （0，400）    （0，452）

生産性向上           一0，048  －0，064
                （0，633）    （O．539）

社員の業績向上          o．158   0，135
                （0，162）    （0，244）

会社規模

同業種ライバル企業の導入

関連法律・規制

組   合

組織戦略

0，158

（0，132）

一0，123

（0，192）

一0，002

（0，986）

0，062

（0，536）

0．013      1，025

（0，894）

0．151       1，888

（0，084）

一〇．083       0，853

（0，385）

一0．039       0，906

（0，716）

0．116      1，490

（0，317）

0．105      1，188

（O．330）

一0．097       0，846

（0，307）

一0．022       0，951

（0，812）

0．073      1，323

（0，471）

0．199       1，485

（O．042）

  Z2

自 由 度

有意水準

4．152

 2
（0，125）

6．569     12．584

 5     9
（0，255）    （0，182）

17．103

 10

（0，072）

 ∠1Z2

∠1自由度

有意水準

2．417      6．015

 3     4
（0，490）    （0，198）

4．519

 1
（0，034）

表6 組織戦略タイプ×トlRSタイプ

受身型 防御型 分析型 探索型

内部志向型
 0

i0．00）

 8
i17．02）

 4
i8．51）

 7
i14．89）

市場志向型
 4

i8．51）

 7
i14．89）

 6
i12．77）

 11

i23．40）
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5．考察と結論

 以上の分析によって，本研究の3つの仮説はほぼ支持された。その結果，経済的理

由，制度的プレッシャー，および組織戦略は，組織の報酬制度の選択に影響を与えて

おり，とくに，組織戦略が強い影響を与えていることがわかった。

 本研究の分析結果をまとめると，次のとおりである。第1に，第1の先行変数グル

ープである経済的要因と従属変数「イノベーティブな報酬制度」選択との関係である

が，「人件費抑制・削減」と「イノベーティブな報酬制度」の選択とは弱い負の関係，

「生産性向上」と「イノベーティブな報酬制度」の選択は非常に弱い負の関係，「祉員

の業績向上」と「イノベーティブな報酬制度」の選択とは正の関係が見出された。こ

れらのことは，「人件費抑制・削減」や「年産性向上」を考慮する組織ほど「イノベー

ティブな報酬制度」を選択する可能性は低く，また社員の業績向上を考慮する企業ほ

ど「イノベーティブな報酬制度」を選択する可能性が高いということを意味する。こ

うした分析結果と同一な傾向が，雇用情報センター調査（1996）において見られる。

前述した調査によると，調査企業の年俸制導入の理由上位3つは，「より業績主義を

強めた賃金決定を行うため（80．O％）」，「経営陣の一員であることの自覚を促すため

（60．O％）」，「従業員のインセンティブ強化一モラル向上のため（53．3％）」であっ

た10）。

 第2に，制度的要因では，「企業規模」と「イノベーティブな報酬制度」の選択は有

意な正の関係，「同業種ライバノレ企業の導入」と「イノベーティブな報酬制度」の選択

は弱い負の関係，「関連法律・規制」と「イノベーティブな報酬制度」の選択は非常に

弱い負の関係，「組合」と「イノベーティブな報酬制度」の選択とは正の関係が見出さ

れた。すなわち，「会社規模」が大きいほど「イノベーティブな報酬制度」を選択する

可能性が高い。「関連法律・規制」を考慮する組織ほど「イノベーティブな報酬制度」

を選択する可能性が低く，「組合」がある組織ほど「イノベーティブな報酬制度」を選

択する可能性が高いということである。

 大企業ほど年俸制を導入する傾向が強い。そのような傾向は，社会経済生産性本部

調査結果（1998）においても見られる11）。このことは，大企業ほど可視的で，正当化

を必要とするという制度理論によって説明ができる12）。他方，一般に，企業が新しい

施策を導入し実施するのにはコストがかかるし，規模が大きい企業ほど資源を手に入

れる可能性は高い（Heffer＆Da耐s－B1ake，1987）。こうした側面から，「企業規模」と

「イノベーティブな報酬制度」選択との正の関係は説明できる。本研究では，「組合」

がある組織ほど年俸制を選択する可能性が高いという分析結果を得ている。しかし

Yu（1996）は，組織の人的資源を積極的に活用する施策の選択と組合の存在とは負の

関係にあることを見出している。この点については，さらに分析する必要がある。
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 第3に，戦略的要因「組織戦略」と「イノベーティブな報酬制度」選択は有意な正の

関係，すなわち，「探索志向型戦略」を実行する組織ほど「イノベーティブな報酬制

度」を選択する可能性が高いということである。組織の報酬制度の選択に組織戦略が

強い影響を与えることを意味しているといえる13）。

 以上のような仮説テストのほかに，「イノベーティブな報酬制度」選択と，人的資

源システムとの整合性について分析を行ってみた。一なぜなら，報酬制度は，人的資源

システムの一部分であり，他の人的資源施策や制度とは相互関係，あるいは相互補完

関係にあり，報酬制度が他の人的資源施策とフィットするほど，人的資源システムの

有効性は向上するとされているからである（Beer，Spector，Lawrence，Mi11s，＆Wa1ton，

1984）。

 本研究では，「イノベーティブな報酬制度」の選択には「組織戦略」が有意な影響を

及ぼしていることがわかったので，「イノベーティブな報酬制度」，すなわち，年俸制

を導入・採用している企業47社を対象に，組織の組織戦略タイプと人的資源システ

ムタイプをクロス分析してみた。その結果が表6である。この表は，年俸制を導入・

採用している企業は，組織戦略タイプでは，分析型と探索型に，人的資源システムタ

イプでは，市場志向型に比較的多いことを示している。このことは，年俸制を導入し

ている企業の多くは，「探索志向型戦略」を実行し「市場志向型人的資源システム」を

実施していることを意味する。すなわち，年俸制の導入・採用と組織戦略，人的資源

システムタイプの間には，比較的に整合性がとられているといえる。

 最後に，本研究の問題点と課題としては，つぎのことがあげられる。第1に，測定

尺度上の問題である。従属変数と先行変数が1項目で測定されていることである。第

2に，サンプルに偏りがあることである。調査サンプルの約75％以上が，製造業であ

り，またその約4分の3が，従業員数300人未満の小規模企業である。第3に，本研

究が横断的研究であることである。新しい報酬制度を導入する時期によって，組織の

報酬制度の選択・採用に影響を与える要因が異なること，すなわち，導入初期には，

経済的理由がその選択に強い影響をあたえるが，新しい報酬制度が普及するにつれて，

制度的プレッシャーが選択に強く影響をあたえるという研究結果が報告されている

（DiMaggio＆Powe11，1983．1991）。第4に，本研究の報酬制度選択モデルの説明力

（γ2＝17，103，df＝10，P＝O．072）が低いことである。その理由のひとつとしては，本

研究の報酬選択モデルは，比較的に実際の理由と制度的側面にウェイトが置かれてお

り，組織内の要因，たとえば，仕事の性格，組織文化やマネジャーの価値観，従業員

の特性などが考慮されていなかったことがあげられる。前述した諸要因を取り入れ，

報酬制度選択モデルをさらに洗練化する必要がある。
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注

1）

2）

3）

4）

5）

6）

7）

8）

9）

10）

11）

12）

13）

近年，日本企業の人的資源管理は，学歴，年齢や勤続年数に基づく年次管畢に代表される

ような集団的管理から，個々人の能力，成果や業績による個別的管理へとその重心を移し

つつある。それは，個々人の働きぶりの評価を強化し，それに基づく処遇の個人間格差を

拡大することを意味する（社会経済生産性本部労使関係常任委員会編 1996，13）。

集団的管理から個別的管理への動きにおける賃金制度上の典型的な例が，管理職層や専門

職層を対象にした年俸制の導入であり，その導入は増加する傾向にある。たとえば，1995

年10月に実施された雇用情報センター調査（事業場規模500人以上の600祉対象）では，調

査対象企業の8．3％が年俸制を導入している。1997年9月に実施された社会経済生産性本部

調査（上場企業2246祉対象）では，調査対象企業の18．7％が年俸制を導入している。

Osterman（ユ995）は，実際的な反応，制度理論，およびワークシステムのうち，ワークシス

テムとワーク／ファミリ・プログラムとの間に，もっとも高い正の関係があることを見出し

ている。ワーク／ファミリ・プログラムの種類，内容，および性格については，成（1998b）

を参照。

ここでの効率性理論とは，資源依存理論，工一シェンシー理論，取引コスト理論を指す

（Barringer＆Milkovich1998，310）。

一般に，企業における報酬制度の選択・導入についての意思決定は，トップレベルのマネ

ジメント層によって行われる。

Osterman（1994）は，創立年数が長い企業ほど新しい人的資源施策を導入・選択するのには

より多い困難に直面すると，また製造業よりもサービス業のほうが新しい人的資源施策を

導入・選択する傾向が強いという。

質問票は，愛知県の755社の人事・労務担当役員あるいは部長あてに郵送された。

組織戦略質問項目は付録を参照。

人的資源システム（HRS）質問項目11は付録を参照。

そのほかの年俸制の導入理由には，「多様な人材を確保するため（26．7％）」，「硬直化した賃

金を柔軟化するため（13．3％）」があげられている（雇用情報センター1996，168）。

年俸制導入率は，従業員数1万人以上の企業では22．7％，その以下の企業では11．3％になっ

ている（社会経済生産性本部生産性研究所，1998）。

本研究では，「会社規模」と「関連法律・規制」とは有意な正の関係（r＝0，125，P＜O．05）が

あって，会社規模が大きいほど「関連法律・規制」を考慮することがわかった。

Yu（1996）は，組織の人的資源管理システムの選択と組織戦略との間に有意な相関がなかっ

たと報告している。Yuは，組織戦略測定尺度としてPorter（1980）の戦略類型（コスト・リー

ダーシップと差別化）を使用している。
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付 録 アンケート調査票（一部）

2．貴社の事業戦略についてお尋ねいたします

 貴社の事業戦略は，以下に述べる4つの会社（A社，B社，C社，およびD社）のど

ちらに近いですか。

 「A社は，新製品や新しいサービス，新市場の開発において最先端はいっていない。

同社は現在の事業領域に直接影響を及ぼさない変化は，無視する傾向があるが，その

代わり現在の事業領域において最善をつくしている。」

 「B杜は，現在の事業領域において比較的に安定的なべ一スを維持すると同時に，将

来有望な新製品，新しいサービスおよび新市場の開発に積極的である。しかし新製品

や新サービスを一番手には市場に提供しない。下記のC社の行動を十分にモニターし

た後，同社は，コスト的により効率的な製品やサービスをもって二番手として市場に

参入する。」

 「C社は，自社の製品やサービスの組み合わせを頻繁に変える。新しいサービスある

いは市場の新しい領域にいつも最初に参入するパイオニア的な存在である。これらの

努力すべてが成功をもたらすわけではない。同社は市場の新しい二一ズや機会に敏速

に反応する。」

 「D杜は，自社の製品あるいはサービスを変えることについて一定の戦略的アプロー

チはない。同社はときには新しい分野に最初に参入する，ときには十分に成功する証

拠があるときだけ新しい分野に参入する，ときには外部変化に強いられ，仕方なく新

製品，新しいサービス，および新市場を開発する。」

2－1 貴社が，現在，いかに運営されているかをもっともよく表わす番号に○をひとつ

   付けて下さい。

  1A社に近い  2B社に近い  3C社に近い  4D社に近い

一202一



          「イノベーティブな報酬制度」選択の実証分析

5 貴社の人的資源施策についてお尋ねいたします。貴社の状況をもっともよく表わす番

号に○をひとつ付けてください。

5－1 我が社は，欠員が出たとき，通常，企業の外から人員を補充する。

  1まったく違う      2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい

5－2 我が社には，明確なキャリアパス（5）あるいはキャリアプランがある。

  1まったく違う      2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい

5－3 我が社は，社員の職務範囲を明確に決めている。

  1まったく違う      2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい

5－4 我が社は，通常，社員を仕事内容の全く異なる部門へは異動させない。

  1まったく違う      2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい

5－5 我が社は，すべての社員に対して充実した教育訓練プログラムを提供している。

  1まったく違う      2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい

5－6 我が社が，提供する公式的な教育訓練プログラムは，社員の昇進可能性を高める

   ものである。

  1まったく違う      2ほと∴・ど違う   3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい5ほとんど正しい6まったく正しい

5－7 我が社の人事考課の目的は，社員の業績を向上させることである。

  1まったく違う      2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい

5－8 我が社の人事考課は，客観的で量的に測定可能な成果・業績のみに基づく。

  1まったく違う      2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい
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5－9 我が社は，人事考課の評価基準や評価結果を公開している。

  1まったく違う      2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい

5－10我が社は，評価に対する不満の申し出や救済の機会を社員に提供している。

  1まったく違う  一   2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい

5－11我が社は，社員の長期安定雇用（終身雇用）（6〕を保障している。

  1まったく違う      2ほとんど違う  3どちらかといえば違う

  4どちらかといえば正しい  5ほとんど正しい  6まったく正しい
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